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日本国内では年間交通事故死亡者数は減少傾向にあるものの，中〜低所得国を中心に世界的には依然と

して増加傾向にある．自動車による交通事故の発生には，ドライバー個人の交通安全への認識や態度に加

えて，社会基盤の整備水準や道路交通に関する法制度など，多様な要因が相互に連関しながら影響を及ぼ

していると考えられ，それらを適切に考慮することが必要不可欠である． 
そこで本研究では，交通安全意識に関する国際アンケート，交通法規や取締り方法に関する調査データ，

および統計データベースに基づき，回答者の交通違反・事故経験の影響要因を明らかとすることを目的と

した．Elastic Netを適用した結果，社会基盤の状況，規範意識や交通問題への認識が違反・事故に有意に

影響を及ぼす一方，違反と事故では影響を及ぼす要因が異なることなどが明らかとなった． 
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1. はじめに 
 
国連の定める持続可能な開発目標（SDGs）において，
目標 3.6として「2020年までに世界の道路交通事故によ
る死傷者を半減させる」と謳われている通り，道路交通

の安全を確保することは，人々の健康的な生活と福祉に

とって重要な課題である．日本を含めた先進諸国では交

通事故死亡者数は，経年的に概ね減少傾向にあるものの，

全世界的には 2000年以降，単調増加傾向にあり，2016
年時点での総死者数は年間 135万人にのぼる 1)．世界保

健機関（WHO）の報告 2)では，そのうちの93%が，世界
の自動車保有台数の約 60%を保有するに過ぎない低所得
〜中所得国に集中しているとされている．2020年2月19
日〜20 日に開催された交通安全に関する世界閣僚会議
では，2030年までの 10年で世界の交通事故死亡者数の
半減を目標とする「ストックホルム宣言」が採択された
3)．これを実現するためには，国ごとの状況に応じた実

効性のある対策を実施していくことが求められている． 
国レベルでのマクロな観点から，交通事故件数や交通

事故死亡者数に影響を及ぼす要因を特定する取り組みは，

これまでにも数多くなされている．例えば，多国間を横

断的に分析した事例として，Grimm and Treibich4)は，既往

研究の成果を包括した上で，低〜中所得国を対象に各種

データベースを統合して道路環境・社会経済要因と交通

事故死亡者数の関係を重回帰モデルにより特定している．

WHOは，Law5)に基づき，信頼のおける統計データが存

在しない国における交通事故死亡者数を推計するための

負の二項回帰モデルによる推定式を利用している 1)．こ

こでは，GDP，人口あたりの登録車両台数，道路密度，
郊外道路の制限速度，市街地道路の制限速度，医療への

アクセス性，人口あたりのアルコール消費量，勤労人口

の割合，二輪車割合，世界銀行の定義するガバナンス指

標，歩行者・自転車政策の有無が説明変数として考慮さ

れている． 
また，一国内を対象に時系列的な交通事故件数データ

を用いた要因分析をした事例として，大蔵ら 6)は昭和 41
年〜48年の 46都道府県ごとの道路単位面積あたりの交
通事故件数をシステムダイナミクスと重回帰分析により

モデル化を行っている．ここでは，台キロ，人口，新規

免許，車保有率，安全施設，規制，取締り，安全意識が

説明要因として考慮されている．加来ら 7)は北海道内の

各地域を対象に，昭和 40年から昭和 49年にかけての 10
年分のデータを用いて社会経済要因と交通事故件数の関

係を多変量解析により求めている．このような，一国内

で時系列的な交通事故要因を分析した同様の研究事例は，

近年でも少なくない例えば8), 9)． 
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これらの研究成果を踏まえると，道路交通に関するイ

ンフラ整備状況や交通環境，社会経済レベルが交通事故

と強く相関していることに疑念の余地はない．その一方

で，交通事故はあくまで個々のドライバーの運転の帰結

として発生するものであり，個人属性や交通安全に対し

ての個人の態度と密接に関連するものと考えられる．

Factor et al.10)は，イスラエルにおいて 1996年〜2004年の 9
年間に収集された重大事故レコードとその当事者に関し

て収集されたセンサスデータを紐付けたパネルデータセ

ットを作成し，社会経済指標と個人属性が事故経験に及

ぼす影響を分析した．その結果，性別，宗教，出身地域，

最終学歴，社会経済的地位によって重大事故に遭遇する

確率が異なることを明らかとした．また，Factor11)は，イ

スラエルにおける 2002年〜2008年の交通ルール違反に
よる取締り記録についても同様の分析を行っており，性

別・年齢といった個人属性や社会経済的地位によって取

締り経験の有無が異なることを示している．Obregón-
Biosca et al.12)はアンケート調査に基づき，利用交通

手段ごとに事故経験の有無を予測するロジスティッ

ク回帰分析を行った．その結果，年収，交通ルール

に関する正しい知識，交通ルールを学んだ年齢，性

別，最終学歴が事故を経験する確率に有意な影響を

及ぼすことを示した．一方，Benson et al.13)は，事故

に関連する違反行動の一つとして運転中の携帯電話

による文字入力について，年齢によって実施経験の

有無が異なること，そして，個人の態度・規範・実

行可能環境への信念が実施の有無に強く作用するこ

とを明らかとしている．  
一般に，交通安全を実現するためには Engineering，

Enforcement，Educationの 3つの Eが重要とされている．
すなわち，社会基盤や法制度，社会経済状況，およ

び，交通安全教育によって形成される個人の態度や

信念が相互に連関しながら，交通事故や交通違反の

発生に影響を及ぼしていると考えられる．その一方

で，上述の研究の内，国レベルでの分析を行ったもの

は，Engineeringと Enforcementについては直接的な影響要
因として分析されているものの，個人の認識や態度に作

用すると考えられるEducationについては考慮されていな
い．また，後者のアンケート調査に基づく分析では，

Educationの効果は明らかとされているものの，その背景
となるEngineeringやEnforcementとの関係性には着目され
ていない．しかしながら，国ごとの状況に応じて実効

性のある交通事故対策を進める上では，3 つの E を
総合して各種影響要因を明確化する必要があると考

えられる．  
そこで本研究では，複数の国を対象に，個人ごと

の交通違反取締り・交通事故経験回数と，交通安全

に関する認識・規範意識・態度，および社会経済状

況や交通に関する社会基盤・法制度との関係性を統

計モデルにより定量化することを目的とする．その

際，これらの変量は強い相関性を持つことが想定さ

れるため，効率的に説明変数の抽出を行うため回帰

モデルにおいて正則化項を考慮する Elastic Net を適
用する．これらの結果を通して，各国の状況を考慮

した交通安全施策のあり方について考察を行う． 
本論文の構成は以下の通りである．まず，本章で

は研究の背景と目的を述べた．続く第 2 章では本研
究で用いるデータの概要を説明する．第 3 章では分
析手法について説明した後，第 4 章において分析結
果とその考察を行い，第 5章で結論をまとめる． 
 
2. データの概要 

 
本研究では，（公財）国際交通安全学会（IATSS）の
研究プロジェクト「道路交通安全技術・制度・文化に関

する国際比較研究」において，日本・中国・カタール・

アラブ首長国連邦・エジプト・イタリア・イギリスを対

象に交通安全に関する意識について実施したアンケート

調査，同国を対象とした社会基盤・交通法規・交通管理

体制に関する実態調査（Country Fact Survey，以降 CFS）
データ，および各種国際機関によって公表されている統

計データを活用する．以下，各データについて概説する． 
 
(1) アンケート調査 
本アンケート調査は，2017年〜2018年にかけて各国の
研究協力者を通じ，同内容のアンケートを，それぞれの

国の状況に応じてアレンジを加えた上で，各国の言語を

用いて実施したものである．アンケートの詳細について

は加古ら 14)を参照されたい．国別の年齢層別のクレンジ

ング処理後のサンプル数は表-1の通りとなっている．  
設問項目は，i) 基本属性，ii) 諸交通問題の程度に関す
る3年前との比較認識，iii) 違反行動に対する社会・自分
自身の許容度，iv) 取締り・規制強化に対する賛意，v) 
過去 2年間の交通違反取締り回数・交通事故回数，に大
別される． 

i)について，具体的には，a. よく運転する車種，b. 自
動車の運転頻度，c. 運転目的，d. 当該国内での運転歴，

表-1 国別・年齢層別のサンプル数 

 

-20 20-25 25-30 30-35 35-40 40-45 45-50 50-55 55-60 60-65 65-70 70-
China 132 135 224 234 160 219 109 29

Egypt 37 98 84 100 60 50 36 26 17

Italy 86 100 87 132 117 110 86 58 28

Japan 55 25 68 44 45 56 50 42 25 81 33

Qatar 28 92 126 142 126 99 54 32 15

UAE 29 168 79 38 33 23 19 28

UK 22 33 31 50 45 74 46 60 64 35
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e. 年齢・性別・国籍・宗教（ただし，宗教は一部の国で
は不問），f. 平均年収を聞いた． 

ii) に関しては交通渋滞，交通安全，危険運転，漫然運
転，飲酒・違法薬物運転の 5つについて，「より大きな
問題になった」から「より小さな問題になった」の 5段
階で回答を求めた． 

iii)と iv)については，速度超過，携帯電話使用，眠気
を感じながらの運転，シートベルト着用，信号無視，飲

酒・違法薬物の使用について，「十分許容できる」から

「全く許容できない」の 4段階で尋ねた． 
最後に，v)については，携帯電話の使用，アルコール
検知装置，自動速度取締り，自動信号無視取締り，オー

トバイでのヘルメット着用義務，自動車内でのカーテレ

ビ・カーステレオの使用規制，について，「強く賛成」

から「強く反対」までの 4段階での回答を求めた． 
 

(2) CFS・統計データベース 
CFSは，アンケート調査と同様，各国の研究協力者の
協力を得て，それぞれの国におけるアンケート調査開始

年時点（イタリア・カタール・日本は 2017年，それ以
外は 2018年）での道路交通や交通法規，免許制度など
の現在時点での状況を取りまとめたものである．大項目

としては，国の情勢一般，道路延長や車両台数などの道

路交通に関する一般事項，制限速度や反則金などの交通

法規，自動速度取締りカメラの設置数などの取締り状況，

および免許制度と交通安全教育，に大別される． 

統計データベースは，WHO，米国中央情報局が公開
している Word Fact Book（CIA），世界銀行（WB），国
際連合教育科学文化機関（UNESCO），国際連合報告書
（UN），グローバルデジタルレポート（GDR），国際
通貨基金（IMF）より，可能な限り 2018年，もしくはそ
れに近い利用可能な時点でのデータを収集した． 
本研究で説明変数として考慮する変数，およびその国

ごとの値は表-2の通りである． 
 
3. 分析方法 

 
(1) 説明変数・被説明変数の設定 
アンケートによって回答された過去 2年間の交通違反
取締り回数と交通事故回数について，国・年齢階層ごと

の平均値を図-1に示す．これより，国による差異は大き
く，イタリア，日本，イギリスでは違反・事故ともに極

めて小さい値となっている．そのため，それぞれの回数

を説明するモデルを構築するのは難しい．そこで，本研

究では，2年間の交通違反取締りの有無，および交通事
故の有無を説明するモデルをそれぞれ構築する． 
対応する説明変数は上述のアンケート，および CFS・
統計データベースを用いる．ただし，上述のアンケート

項目 iii)と iv)に関しては，例えば速度超過への許容度に
ついては， 
･ 高速道路で制限速度を 20km/h超過して運転 
･ 住宅地の道路で制限速度を 10km/h超過して運転 

表-2 CFS・統計データベースの諸項目 

 

Category Variable Unit Source China Egypt Italy Japan Qatar UAE UK
Licensing and Education Driving licensing 0: without theory test, 1: with theory test CFS 1 1 1 1 1 0 1

Safety education in elementary school 0: no, 1: as outside the curriculum, 2: as the curiculum CFS 1 2 1 1 1 0 0

Legislation Max speed on expressway km/h CFS 120 120 130 100 120 120 113

Max speed in rural area km/h CFS 80 100 90 60 100 100 97

Max speed in residential area km/h CFS 60 60 30 60 80 60 48

Max speed in urban area km/h CFS 70 60 50 60 100 90 48

Obligation to use seatbelt in rear seats 0: no, 1: yes CFS 1 0 1 1 0 1 1

Obligation of seatbelt reminder system for new cars 0: no, 1: yes CFS 1 1 1 0 1 0 1
Obligation to wear helmets for moped riders 0: no, 1: yes CFS 0 0 1 1 1 1 1

Fine Speeding fine for 20km/h over on an expressway Normalized by the average annual income CFS 0.71 0.51 0.83 0.35 0.13 0.43 8.45
Speeding fine for 10km/h over in residential area Normalized by the average annual income CFS 0.35 0.51 0.20 0.21 0.11 0.22 0.34
Speeding fine for 10km/h over in urban area Normalized by the average annual income CFS 0.53 0.51 0.20 0.21 0.11 0.22 0.34
Speeding fine for 10km/h over in school zone Normalized by the average annual income CFS 0.35 0.51 0.20 0.21 0.11 0.22 0.34
Fine for red light running Normalized by the average annual income CFS 0.71 0.34 0.78 0.21 4.69 0.72 0.34

Enforcement Auto-detection cameras of over speeding on expressway 0: no, 1: few, 2: some, 3: many CFS 3 1 2 2 3 0 2
Auto-detection cameras of over speeding in residential area 0: no, 1: few, 2: some, 3: many CFS 2 1 2 1 2 0 1
Auto-detection cameras of over speeding in urban area 0: no, 1: few, 2: some, 3: many CFS 3 1 1 1 2 0 1
Auto-detection cameras of over speeding in school zones 0: no, 1: few, 2: some, 3: many CFS 2 0 3 1 0 0 1

Vehicle standard Frontal impact standard 0: no, 1: yes WHO 1 1 1 1 0 0 1
Side impact standard 0: no, 1: yes WHO 1 1 1 1 0 0 1

Infrastructure Road length per land area km/km2 CIA 0.51 0.18 0.57 3.24 1.30 0.05 1.64

Road length per vehicles km/vehicles CIA 0.02 0.02 0.00 0.02 0.01 0.00 0.01

Road length per capita km/103 population CIA 3.47 1.80 2.86 9.66 5.54 0.42 5.97

Number of cars in use per capita vehicles/a person CFS 0.17 0.10 0.89 0.64 0.42 0.37 0.57

Medical status Number of doctors doctors/104 population WHO 17.86 7.90 40.93 24.12 17.97 23.94 28.06

Number of hospital beds doctors/103 population WB 4.20 1.60 3.40 13.40 1.20 1.20 2.80

Education Literacy rate % CIA 95.10 73.90 99.00 99.00 96.30 90.00 99.00
Higher education rate % UNESCO 50.60 35.16 61.93 63.58 17.87 22.00 60.00

Social Diversity Foreign population rate % UN report 0.10 0.40 8.30 1.90 73.80 83.70 13.20
Spread of IT tools Mobile phone contracts Contracts/population CIA 1.07 1.06 1.35 1.35 1.69 3.26 1.21

Internet users Users/population GDR 0.53 0.50 0.73 0.93 0.99 0.99 0.95
SNS users Users/population GDR 0.65 0.40 0.57 0.56 0.99 0.99 0.66
SNS app of smart phone users Users/population GDR 0.65 0.36 0.51 0.56 0.86 0.92 0.57

Economic status GINI coefficient - WB 38.6 31.8 35.4 32.1 41.1 32.5 33.2
GDP USD/population IMF 9.58 2.57 34.32 39.30 70.38 43.00 42.58
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･ 市街地の道路で制限速度を 10km/h超過して運転 
･ スクールゾーンで制限速度を 10km/h超過して運転 
というように速度超過についても，複数の質問を設けて

いる．これらは互いに強く相関するものであるため，社

会・自分自身の許容度については， 
･ 速度超過（社会（Society）: a = 0.821，自身（My-

self）: a =  0.819） 
･ 危険運転（Society: a = 0.868，Myself: a = 0.824） 
･ シートベルト着用（ Society: a = 0.840，Myself: 

a = 0.806） 
の 3カテゴリーに集約し，それぞれの平均値を説明変数
として採用した．ただし，aはクロンバックのa係数を
表す．規制強化への賛否についても同様に， 
･ 速度取締り（a = 0.892） 
･ 信号無視（a = 0.888） 
･ 携帯電話使用（a = 0.816） 
に集約した．以下では，アンケート項目の国ごとの差異

について概観する． 
図-2は，直近 3年間での交通に関わる諸社会問題の程
度の変化について，国ごとの平均をプロットしたもので

ある．これより，国によって悪化したと認識されている

交通問題が異なることが読み取れる．具体的には，中国，

エジプト，カタール，UAEでは交通渋滞（Congestion）
が最も悪化した問題と位置づけられている一方，イタリ

アと UKでは漫然運転（Distraction）が最も上位に位置づ
けられている．日本では，アンケートを実施した時期に，

2020年 6月 30日施行の改正道路交通法に妨害運転罪が
新設されるきっかけとなった，「あおり運転」が広くメ

ディアに取り上げられたこともあり，危険運転

（Dangerous）が最も悪化したと認識されていると考えら
れる．また，エジプトでは，多くの項目が悪化傾向にあ

ると認識されている一方，中国とカタールでは比較的，

改善したと認識されている項目が多く，国による認識の

差異が顕著にあることが分かる． 
図-3は違反運転への許容度と取締り厳格化への賛意に
関して，国ごとの各指標の平均値を示したものである． 
まず，各違反運転についての許容度（図-3(a)~(c)）を
みると，国によらず速度超過の許容度が全体的に高く，

危険運転・シートベルト非着用の許容度が低いことが分

かる．また，社会の許容度については，エジプト，イタ

リア，UAE は他の国に比べて高くなっており，社会の
中ではこれらの違反運転をするドライバーの割合が高い，

   
(a) 交通違反取締り回数 (b) 交通事故回数 図-2 直近3年間での交通に関わる 

社会問題の程度の変化 図-1 国・年齢層別の過去2年間の違反・事故回数 
 

    
(a) 速度超過の許容度 (b) 危険運転の許容度 (c) 無シートベルトの許容度 (d) 取締り強化への態度 

図-3 縮約後の各設問項目に対する国ごとの平均値 

第 63 回土木計画学研究発表会・講演集

 4



 

 

と認識していることが分かる．特に，エジプトと UAE
では，自分自身の許容度も他国との比較で高く，自他共

に違反行為を許容していると認識している一方，イタリ

アでは自分自身の許容度は低いと認識しており，社会全

体と自分自身の認知に差が生じている．これは，自分の

運転行動を正当化するバイアスが生じているものと考え

られる．この傾向は日本では極めて小さく，国による差

異が明確であるといえる．そこで，本研究では，自身が

認識する社会全体での許容度と自分自身の許容度の乖離

（社会と自身の値の差）も説明変数として考慮した． 
次に，取締り強化への賛否（図-3(d)）に着目すると，
全体的に速度の自動取締りについては，信号無視・携帯

電話使用と比べて賛意が低いことが分かる．また，速度

取締まりと信号無視については，国ごとの賛否に同様の

傾向があり，エジプトでは賛意が高く，その一方でイタ

リア・日本・イギリスで賛意が低い．携帯電話使用につ

いては，国による大きな差異はないものの，イギリスは

他国と比べて賛意が高い傾向にある． 
 

(2) Elastic Netによる回帰モデル 
本モデルでは，アンケート項目と CFS・統計データベ
ース併せて 59個の説明変数候補がある．それらは，特
にCFSと統計データベースについては説明変数間に強い
相関があることが考えられ，相関に対しても頑健で効率

的な変数選択を行う必要がある．そこで，本研究では

Elastic Netによる回帰モデルを援用する． 
Elastic Netは，スパースモデリングに用いられる手法で
あり，比較的少ないデータセットの中から，影響力の高

い変数を抽出するための手法である．機械学習の文脈で

活用されることが多い手法であるものの，回帰分析にお

ける変数選択を行う手法としても用いられる 15)．具体的

には，パラメータ推定時に最小化すべき負の対数尤度関

数に対し，正則化項を付すことで過学習を抑制する構造

となっている． 
いま，説明変数ベクトルを𝐱!，対応するパラメータベ
クトルを𝛃，個人 i の違反・事故経験の有無を𝛿!(=
0	or	1)とし，𝐱!と𝛃が与えられた際に𝛿! = 1となる確率
を𝑝!とすると，対数尤度関数𝐿(𝛃)は式(1)と表される． 

𝐿(𝛃) = ln0𝑝!"! ∙ {1 − 𝑝!}#$"!
%

!&#
	 (1) 

Elastic Netではここに正則化項を導入し，式(2)で表される
正則化ロス関数を最小化するパラメータ推定値𝛃5を得る． 

𝛃5 = argmin{−𝐿(𝛃)+𝜆 ∙ 𝜋(𝛃)}	 (2) 

ただし，𝜆は0 ≤ 𝜆 ≤ 1の正則化パラメータ，𝜋(𝛃)は正
則化項を表し，以下のように記述される． 

𝜋(𝛃) =>𝛼|𝛽!| +
1 − 𝛼
2 𝛽!'

%"

!&#
	 (3) 

ここで，𝑛(は考慮する説明変数の数，𝛼は0 ≤ 𝛼 ≤ 1で
あり，L1ノルム項|𝛽!|と L2ノルム項𝛽!'のバランスを調
整する係数である．すなわち，𝜆 = 0のときは通常の最
尤推定と相違なく，また，𝜆 > 0のとき，𝛼 = 1は
LASSO回帰，𝛼 = 0はRidge回帰に一致する． 
正則化項を考慮することで，特定の説明変数の説明力

が過度に高くなり，過学習となることを抑制する効果が

ある．本研究の場合，7ヵ国のデータを用いるが，国の
情勢を表すデータのうち，交通法規の有無などのように

ダミー変数で表される，かつ，国ごとの差異があまり無

い場合には，特定の国を表すダミー変数に相当するもの

になることがある．その場合，その特定の国の特性が 1
つの変数で決定されることになりかねない．このとき，

正則化項を導入することで，特定の変数の影響度が過度

に大きくなることが抑制される効果を持つ． 
また，式(3)の正則化項の第 1項は L1ノルムであり，
パラメータの絶対値がペナルティとして負荷される．そ

のため，説明力の弱い変数については 0と推定されるよ
うに作用するため，その結果として，変数を選択する効

果を持つ．しかしながら，L1ノルム項のみをペナルテ
ィとして考慮する場合は相関の高い変数群については，

そのうちの 1つしか説明変数として選択されないことに
なる．一方，第 2項の L2ノルムは，パラメータの二乗
値がペナルティとして負荷されるため，L1ノルムのよ
うに変数選択として作用することはないものの，相関の

高い変数群については，それぞれ同程度の値としてパラ

メータ推定される効果を持つ．Elastic Netでは，この両性
質が融合される形となり，変数選択が行われながら，相

関の高い変数群であってもパラメータが推定され，目的

とする変数への影響度を評価することが可能となる． 
L1ノルム項の影響で正則化ロス関数は非連続となる
ため，一般的には座標降下法などによりパラメータ推定

がなされる．本研究では統計解析ソフトRのglmnetパッ
ケージを用いてパラメータ推定を行った．なお，正則化

パラメータ𝜆と調整パラメータ𝛼の決定方法は以下の通
りである．まず，0 ≤ 𝛼 ≤ 1の範囲で𝛼を 0.1ずつ大きく
していき，それぞれの𝛼に対して，交差検証を繰り返し
て𝜆を決定する．その後，それらの組み合わせの中から，
正則化ロス関数を最大化する𝛼と𝜆を決定する．  
 
4. パラメータ推定結果 

 
表-3 に交通違反取締り経験の有無（Tickets），および
交通事故経験の有無（Accidents）を被説明変数としたモ
デルの精度指標，および各パラメータの推定結果をそれ
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ぞれ整理した．なお，推定にあたっては，ダミー変数以

外の説明変数は平均が 0，分散 1となるように正規化を
行っている．そのため，各推定値の絶対値の大小が直接，

当該の変数の影響度を表していると解釈できる．また，

表中で「——」が記載されている変数（Ticketsの過去 2年
間の違反回数）は，説明変数として考慮していないこと

を表し，空欄は説明変数として選択されなかった変数で

あることを表している．以下，カテゴリごとに推定結果

を詳説する． 
 
(1) ハイパーパラメータと精度指標 
まず，パラメータ推定値が求まった変数の個数に着目

すると，全 59個の変数のうち，取締り経験では 33個，
事故経験では 27個となっている．これはL1，L2ノルム
のバランスを調整するパラメータ𝛼がそれぞれ 0.7，0.9
と 1.0に近く，L1ノルムの影響が強く出た結果であると
考えられる．すなわち，目的変数に影響を及ぼす変数が

適切に抽出されたといえる． 
次に，推定精度に関わる指標をみると，誤分類率がそ

れぞれ 0.245，0.204であり，高い精度での判別ができて
いることがわかる．その一方で，取締り経験の真陽性率

（実際に取締り経験がある回答者のうち，モデルによっ

て取締り経験があると判別された回答者の割合）は

0.670と高いものの，事故経験は 0.243と比較的に小さい
値となっている．これは，全回答者数 4,754人のうち，
取締まり経験者は 1,761 人である一方，事故経験者は
1,091人にとどまり，不均衡があるためであると考えら
れる．この場合，アンダーサンプリングを行うことで推

定制度の向上を図ることは可能である．しかしながら，

本研究では説明変数の推定値から各経験に影響を及ぼす

要因を特定することが目的であるため，この推定精度で

あっても考察の普遍性に支障はないと考える． 
 
(2) 個人属性 
個人属性にカテゴライズされる変数のうち，取締り経

験の有無についての 65歳以上ダミー以外は全て有意な
説明変数として選択されており，違反・事故経験は個人

の属性や日々の交通行動によって異なる傾向にあると言

える．ここから読み取れることとして，日常的に二輪車

を利用する人は，交通違反として取締まられる経験は少

ないものの，交通事故に遭遇する確率は高いことが分か

る．また，職業ドライバーは，交通法規に従った運転を

表-3 パラメータ推定結果 

 

Category Variables Tickets Accidents Category Variables Tickets Accidents
個人属性 過去2年間の違反回数 —— 0.479 反則金 高速道路での速度超過 -0.456

二輪車利用者D -0.166 0.025 住宅地での速度超過

自動車運転頻度 0.351 0.205 市街地での速度超過 0.081

職業ドライバーD -0.124 0.002 スクールゾーンでの速度超過

運転歴 0.116 -0.163 信号無視

40歳以下D -0.088 0.234 交通取締 高速道路での自動速度監視

65歳以上D -0.363 住宅地での自動速度監視

女性D -0.309 0.013 市街地での自動速度監視

交通問題への認識 交通渋滞 -0.029 スクールゾーンでの自動速度監視

（1:改善, …, 5: 悪化） 交通安全 0.073 0.019 車両整備基準 前面衝突基準D

危険運転 -0.017 0.181 側面衝突基準D

漫然運転 0.102 0.067 インフラ・ 国土面積あたり道路延長 -0.117 -0.160

飲酒・薬物 -0.125 -0.197 モータリゼーション 車両あたり道路延長

社会の規範意識 速度超過 レベル 人口あたり道路延長 -0.122 -0.032

1: 許容不可,…, 4: 許容可 危険運転 0.054 0.055 人口あたり自動車登録台数 -0.613

シートベルト 0.132 0.222 医療体制 人口あたり医者人数

自分自身の規範意識 速度超過 0.051 人口あたり病床数 -0.046

1: 許容不可,…, 4: 許容可 危険運転 0.054 0.055 IT普及水準 人口あたり携帯契約数 0.332

シートベルト 0.012 0.006 人口あたりインターネット利用者数

社会と自身の意識の差 速度超過 -0.082 -0.074 人口あたりSNS利用者数 0.250

+: 周囲がより許容 危険運転 人口あたりスマホSNS利用者数

-: 自分がより許容 シートベルト 教育水準 小学校での交通安全教育

規制強化への態度 速度超過 -0.005 -0.058 識字率 -0.094

1: 反対,…, 4:賛成 信号無視 -0.079 0.044 外国人比率

携帯電話使用 -0.057 -0.029 大学進学率 -0.030 -0.119

交通規則 高速道路での最高速度 経済状況 一人あたりGDP -0.041

地方部での最高速度 0.060 ジニ係数

住宅地での最高速度 Hyper parameters l (10
-2

) 0.159 0.218

市街地での最高速度 0.026 a 0.700 0.900

後部座席シートベルトD 0.325 -0.145 Accuracy indices Misclassification rate 0.245 0.204

シートベルト警告装置D -0.112 False positive rate 0.195 0.039

モペットヘルメットD -0.695 True positive rate 0.670 0.243
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するために取締り回数は少ない一方で，運転頻度が高く

なるため事故を経験する確率は高くなる傾向にある．そ

のほか，運転歴が長くなると運転技能に習熟するため，

事故に遭遇する可能性は下がるものの，交通ルールへの

遵守はおろそかになる可能性がある．この傾向は，違反

経験については 40歳以下ダミーが負値，交通事故経験
については 40歳以下ダミーが負値，65歳以上ダミーが
正値となっていることとも整合している． 
 
(3) 認識・規範意識・態度 
まず，交通問題への認識について概観すると，交通渋

滞が悪化，交通安全が改善，危険運転が悪化，漫然運転

が改善，飲酒・薬物での運転が悪化していると認識して

いる人ほど，交通ルールを遵守し，取締まられる経験が

少なく傾向にある．これは，どちらかと言えば個人的な

注意によって回避することができる交通安全や漫然運転

については，自身の運転行動の意識を重ね合わせて認識

するため，結果として取締り経験は少ない一方，自身の

行動だけでは回避し得ない項目については，周囲に注意

を払って悪化している状況を認識している人ほど，交通

ルールも遵守する性向にある可能性がある．交通事故経

験については，取締り経験と概ね同様の傾向があるが，

危険運転の符号は逆転している．この理由は明確ではな

いものの，危険運転の影響で自分自身が事故に巻き込ま

れた経験がある場合には，悪化の認識と事故の経験が正

の相関を持つことが考えられる． 
次に規範意識についてみると，社会・自分自身いずれ

の項目でも正に有意となっている．すなわち，周りが違

反行動を許容していると認識し，自分自身も違反行動を

許容している人ほど，取締り・事故ともに経験しやすく

なることが分かる．また，社会と自身の意識の差につい

ては，速度超過に関して有意に負値と推定されている．

これは，自分自身が周囲の自動車より高い速度で走行し

ているという意識がある場合には，取締り・事故ともに

経験する確率がさらに高くなることを示唆している． 
最後に規制強化への態度に関して，違反経験について

はいずれも負値となっており，厳密に取締まられること

を許容している人ほど，交通法規を遵守する傾向にある

ことが分かる．交通事故に関しては信号無視の項目のみ

符号が逆転している．これは，第 1当事者の信号無視に
よって事故に遭遇した回答者がいたとすれば，このよう

な傾向を持つ可能性が考えられる． 
以上より，ドライバー自身の交通に対する認識や規範

意識，態度によって取締り・事故経験に差異が生じるこ

とが明らかとなった． 
 

(4) 規則・反則金・取締り 
以降では，国ごとに規定される変数について，推定結

果を述べる．取締り経験に関しては，市街地での最高速

度が高い国，後部座席へのシートベルト着用義務がある

国ほど高い傾向にある．市街地において高い速度での走

行が可能であることが，速度超過を助長している可能性

がある．また，シートベルト警告装置の設置義務，およ

びモペット乗車時のヘルメット装着義務がある場合には，

違反経験は減少する傾向にある．事故経験に関しては，

交通量の比較的少なく，かつ高速道路ほどは高規格では

ない地方部の幹線道路において，高い速度で走行できる

環境にあるほど事故経験者が多くなる傾向にあることが

分かる．後部座席でのシートベルト着用義務と事故経験

の関係については明確ではないが，何らかの間接的な効

果があるものと考えられる． 
反則金については，高速道路での速度超過に対する反

則金が高いほど取締り経験が少なく，市街地での反則金

が高いほど取締り経験が多くなる傾向にある．一般的に，

速度超過の度合いが大きいほど反則金額が高くなる傾向

にあり，速度超過をしやすく，反則金が高くなりやすい

高速道路については，反則金の高さが違反運転に対して

抑止効果がある可能性がある． 
交通違反に関する自動監視については，特に顕著な影

響はないといえる． 
 
(5) 車両整備基準・インフラ・医療水準 
車両整備基準の有無については，特に有意な影響はな

い一方，道路インフラ（国土面積・人口あたりの道路延

長）や自動車の人口あたりの登録台数，医療体制の充実

度は有意に負値をとなっている．すなわち，モータリゼ

ーションが成熟するとともに，それを支える道路整備が

なされているほど，違反・事故ともに少なくなる傾向に

あることがうかがえる． 
 
(6) IT・教育・経済 

ITに関しては，取締り経験に対して人口あたり携帯契
約数，SNS利用者数が有意に正値となっており，携帯電
話の利用と取締り経験の間に有意な関係があるといえる．

教育水準に関しては識字率が事故経験に対して有意に負

値，大学進学率が取締り経験・事故経験に対してともに

負値となっている．いずれも，教育レベルが高いほど，

取締り・事故経験ともに少なくなることが分かる．また，

GDP は取締り経験に対してのみ負値となっており，経
済発展レベルにより交通法規違反が少なくなる傾向にあ

る．しかしながら，事故経験については説明変数として

選択されておらず，経済発展レベルだけでは直接的に事

故経験の有無は説明できないことを示唆している． 
 
(7) 考察 
以上より，個人の取締り・事故経験の有無は，個人属
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性や，交通に関わる認識・意識・態度によって異なる一

方で，国家レベルで規定される交通法規や道路インフラ

などによっても影響を及ぼされていることが明らかとな

った．これは，図-1に示した通り，国・年齢によって取
締り・事故回数が大きく異なっていることの裏付けとな

っている．  
ここで，推定されたパラメータ値は，すべて基準化さ

れたものであるため，その絶対値の大小を評価すること

で被説明変数への影響度を考察する． 
まず，個人属性の中で，違反経験に対して最も高い影

響度を持つ変数は自動車運転頻度，次いで女性ダミーと

なっており，これは既往研究とも整合する結果となって

いる．また，事故経験に対しては，違反回数が最も高い

影響度をもっており，交通法規への違反が交通事故の発

生につながっている可能性が示唆される． 
交通に対する個人の認識・意識・態度に関しては，シ

ートベルト非着用に対する社会の許容度が高いと認識し

ている個人ほど，違反・事故ともに起こしやすいといえ

る．図-3(c)から読み取れるようにシートベルト非着用へ
の許容度は全体的に低い．それにも関わらず，周囲のド

ライバーはシートベルト非着用を許容していると認識し

ている個人は，交通法規違反への自己正当化がなされ，

さらに，それが事故の発生につながっている因果関係が

推察される． 
国家レベルの変数に関しては，取締り経験については

モペット乗車時のヘルメット着用義務の有無が最も係数

の絶対値が大きく，ついで人口あたりの自動車登録台数

となっている．ヘルメット着用義務の有無と人口あたり

の自動車登録台数は強い正の相関があり，これをモータ

リゼーションの成熟度と解釈すると，この成熟度が交通

法規への遵守意識の向上に寄与している可能性がある．

一方，交通事故に関しては国土面積あたりの道路延長が

最も絶対値の大きい変数となっている．すなわち，イン

フラの整備状況は，交通法規の遵守意識には必ずしも大

きな影響は持たないものの，交通事故の発生にはインフ

ラ整備が重要であるといえる．これは，違反行動が事故

につながるか否かは，インフラ整備による影響が少なく

ないことが推察される． 
以上をまとめると，違反や事故につながる運転行動を

誘発するドライバー意識は国によらず同一である一方，

それが具体的な違反や事故といったアウトカムにつなが

るかどうかは，モータリゼーションの成熟度やインフラ

整備度といった国家的な要因の影響を受けることが示唆

される．  
 
5. まとめと今後の課題 
 
本研究では，中国，エジプト，イタリア，日本，カタ

ール，アラブ首長国連邦，イギリスを対象に個人属性や

過去 2年間の交通違反取締り回数と交通事故回数，交通
に関する認識・意識・態度を聞いたアンケート調査と，

各国の状況を表すデータベースを融合的に活用し，取締

り・事故経験の有無に影響を及ぼす要因について分析し

た． 
その結果，国家レベルの要因に加えて，個人属性や個

人の考え方が，それぞれの経験の有無に影響を及ぼすこ

とが明らかとなった．また，個人の考え方に関しては，

取締り・事故経験に強い影響を及ぼす変数が同一である

のに対し，国家レベルの要因に関しては，取締り経験と

事故経験で異なることが分かった． 
ここで，冒頭で述べた交通安全に関わる 3つのEにつ
いて改めて考えると，ドライバー意識はEducationの結果
と見なすことができ，Enforcementは国家レベルの規制や
反則金，取締り方法，Engineeringはインフラやモータリ
ゼーションの状況を表していると考えられる．本研究の

結果より，Educationは違反・事故ともに作用する一方，
Enforcementは違反に対する影響が卓越し，そこから間接
的に事故の発生に影響を及ぼすこと，そして，

Engineeringは事故に対して直接的な影響をもつことが示
唆された． 
しかしながら，本来，Education，Enforcement，

Engineeringは相互に連関しているはずである．国家横断
的に効果的な交通安全対策を講じる上では，Education，
Enforcement，Engineering の相互関係と違反や事故の因果
構造をより明確化する必要があり，今後は共分散構造モ

デルなどを用いて，因果の構造を解明していきたい． 
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